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(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２. 単位未満の表示については、四捨五入としております。 

３．売上高には、消費税等を含めておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５．第61期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。  

  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第61期

第２四半期 
連結累計期間 

第62期 
第２四半期 
連結累計期間 

第61期

会計期間 

自 平成23年
３月１日 

至 平成23年 
８月31日 

自 平成24年 
３月１日 

至 平成24年 
８月31日 

自 平成23年
３月１日 

至 平成24年 
２月29日 

売上高 (百万円)  407,767  390,590  809,384

経常利益又は経常損失(△) (百万円)  295  △2,059  403

四半期(当期)純損失(△) (百万円)  △9,357  △2,722  △11,379

四半期包括利益又は包括利益 (百万円)  △11,373  △3,599  △11,149

純資産額 (百万円)  138,279  134,904  138,503

総資産額 (百万円)  398,467  372,350  379,182

１株当たり四半期(当期)純損失金額(△) (円)  △47.05  △13.69  △57.22

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期) 

純利益金額 
 (円)  －  －  －

自己資本比率  (％)  34.7  36.2  36.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  8,048  5,583  7,010

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △2,732  △7,508  △4,050

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △927  △2,752  △11,457

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 (百万円)  46,114  28,551  33,228

回次  
第61期

第２四半期 
連結会計期間 

第62期 
第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自 平成23年６月１日
至 平成23年８月31日 

自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり 

四半期純損失金額(△) 
(円)  0.76  △6.93
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当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。また、

主要な関係会社の異動はありません。   

２【事業の内容】

2012/10/10 11:37:1712856926_第２四半期報告書_20121010113631

- 2 -



 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

  

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

  

(1) 業績の状況  

当第２四半期連結累計期間(平成24年３月１日～平成24年８月31日)におけるわが国の経済は、東日本大震災か

らの復興需要の顕在化に伴い緩やかに回復傾向にあるものの、円高基調やデフレ傾向に加え電力供給不安等によ

り、先行きは極めて不透明な状況となっております。小売業界におきましても、雇用環境の改善により個人消費

も緩やかに増加しているものの、業種、業態及びチャネルを超えた競争は一層激化し、厳しい経営環境が続いて

おります。 

  

当社グループは「光り輝くダイエーの復活」を目指し、当連結会計年度を最終年度とした「ダイエーグループ

中期経営計画 －Ｂｒｉｌｌｉａｎｔ Ｄａｉｅｉ ５５－(以下「ＢＤ５５」)」を策定し、「お客様、地域社会

の『ライフソリューションパートナー』」を企業のありたい姿とし、“新たな提供価値である利便性ソリューシ

ョンを通じて、お客様、地域社会とともに発展していく企業”を目指すべき方向として、各施策に取り組んでお

ります。 

  

小売事業につきましては、ＢＤ５５で定めた店舗の業態戦略に基づく各施策を引き続き推進し、「収益力の回

復」、「利益率の改善」及び「生産性の改善」の３つの課題に取り組んでおります。 

  

「収益力の回復」につきましては、地域に密着し、お客様のニーズを反映した売場作りに取り組んでおりま

す。具体的には地域ごとに家計消費支出データを品揃え、売場作り及び販売促進に反映しているほか、食料品や

日用品においては地域別に価格設定を行い、お客様がお求めやすい価格で商品を提供することにより店舗の競争

力を高めてまいりました。また、鮮度に対するニーズに応えるために産地直送野菜の品揃え強化にも努めてまい

りました。さらに、当社店舗をご愛用いただいているハートポイントカード会員のお客様に対し、会員限定のお

買得商品の提供や購買履歴に基づいたお買物提案等、お客様一人ひとりの特性に合わせた対応を継続して行って

おります。 

また、高齢化社会の進展に伴い、シニア世代のお客様にもご利用しやすい店舗を目指した様々な取り組みを推

し進めております。具体的には大きな文字サイズでの価格表示、広い通路幅の確保やお買物の途中で休憩いただ

けるスペースの確保等、設備面での改善も進めております。商品面においても健康、安心安全、小規格にこだわ

った品揃えの強化に取り組んでまいりました。さらに60歳以上のお客様を対象にした「ハートポイントカードＰ

ＬＵＳ＋(プラス)」を発行し、会員様向けに毎月15日はほぼ全品でポイントを５倍にする企画を実施しておりま

す。 

加えて、第３四半期連結会計期間以降につきましては、デフレ傾向への対応として生活必需品を中心とした販

売価格の引き下げに取り組み、買い上げ点数アップ及び客数アップによる収益力改善を推し進めてまいります。

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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「利益率の改善」につきましては、利益率の高い商品の売上を拡大することで利益率向上を図っております。

具体的には専門性の高い売場構築のため、自転車、ドラッグストア、調剤薬局といった伸長カテゴリーの導入拡

大に向けて必要な人材の確保、育成も進めております。 

開発商品につきましては、新商品の開発や既存商品のリニューアルにより引き続き販売構成比の拡大に取り組

んでおります。具体的にはシニア世代をターゲットに健康、安心安全、適量、小規格、パッケージの見やすさに

までこだわった商品を新たに販売いたしました。そのほかにも、安心安全をコンセプトとした「おいしくたべた

い！すこやか育ち」野菜については、契約農家との取り組みを強化することで品目数を拡大いたしました。ま

た、男性向けカジュアル衣料においては、新ブランド「ＮＡＤＥＳ(ナディス)」にて生活シーン別提案を軸に販

売拡大に努めております。 

そのほかには、自社の売上状況データを分析するシステムを活用し、食料品の見切りの削減、廃棄率の改善や

衣料品の荒利益率改善の取り組みを継続しております。 

  

「生産性の改善」につきましては、効率的な店舗運営体制の確立を推し進めております。具体的には業態ごと

に適切な作業スケジュールと人員配置を設定することで効率的な店舗運営体制の確立を進めております。また、

スーパーマーケット業態(以下「ＳＭ」)を中心に、より効率的なオペレーションを行うため、店舗内の横断的な

作業割付や食品加工センターの活用を通じた生産性改善の取り組みを継続しております。 

加えて、前連結会計年度より導入を開始したギフト承りシステムについては、計画していた店舗全店への導入

を完了し、スムーズな承りや配達にかかる時間の短縮により、お客様の負の解消を図るとともに作業効率の改善

を実現いたしました。このほか、店舗照明のＬＥＤ照明や高効率反射板付照明への切替えによる省エネルギーの

取り組みについても引き続き推進しております。さらに、当社子会社における経理業務をはじめとした後方業務

の集約や、運輸業を営む当社子会社の株式会社ロジワンによるグループ内の物流受託範囲の拡大等、グループ全

体で効率的な経営体制の構築を進めております。 

これらの取り組みに加え、今後さらなる販売価格の引き下げを実現するためにムリ、ムダ、ムラの削減による

業務効率改善や省エネ等、ローコスト施策の取り組みを推し進めてまいります。 

  

上記の３つの課題に取り組むほか、エリアでのシェアを高め事業規模を拡大するための成長戦略も積極的に実

行してまいりました。 

  

新規出店につきましては、当社において３店舗、ＳＭ業態の店舗を展開する当社子会社の株式会社グルメシテ

ィ関東において３店舗、ディスカウントストア業態の店舗を展開する当社子会社の株式会社ビッグ・エーにおい

て２店舗、株式会社ビッグ・エー関西において１店舗を出店いたしました。また、当社において、ダイエー南浦

和東口店(埼玉県)を９月に出店いたしました。 

既存店舗の活性化につきましては、食料品や生活用品をカテゴリーごとに集約したダイエー小平店(東京都)

等、当社で16店舗の改装を行いました。 

ネットスーパーにつきましては、展開店舗を全国で42店舗まで拡大いたしました。加えて、これまではお客様

からのご注文はパソコンからのアクセスのみとなっておりましたが、新たにスマートフォン用ページを開設し、

お客様の利便性向上に取り組んでおります。 

  

不動産事業につきましては、商業施設を運営している当社子会社の株式会社ＯＰＡにおいて、既存店舗の改装

や集客力の見込めるテナントの新規導入及び入替を継続的に実施することで収益力の強化に努めてまいりまし

た。 

  

海外市場につきましては、拡大する中国等の需要を捉えていくための検討を進めております。具体的には前連

結会計年度より提携先である丸紅株式会社へ派遣している当社従業員が中国に駐在し、現地のライフスタイルや

ニーズを踏まえて具体的な出店エリアや業態の絞り込みを行っております。 
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当第２四半期連結累計期間における連結業績につきましては、営業収益は、前年同期において東日本大震災後

の需要拡大による一時的な売上増加があった影響等により、前年同期に比べ179億円減収の4,200億円(前年同期

比4.1％減)となりました。 

  

営業損益につきましては、営業収益が前年同期を下回ったこと等により、前年同期に比べ36億円悪化の16億円

の営業損失となりました。 

  

経常損益につきましては、営業損益が悪化したこと等により、前年同期に比べ24億円悪化の21億円の経常損失

となりました。   

  

四半期純損益につきましては、資産除去債務に関する会計基準の適用による損失72億円や東日本大震災に伴う

損失14億円等の特別損失を前年同期に計上したこと等により、前年同期に比べ66億円改善の27億円の四半期純損

失となりました。          

  

セグメント別の業績に関して、小売事業につきましては、業務の効率化による生産性改善及び店舗の賃料減額

等により販売費及び一般管理費を低減したものの、既存店売上高が前年同期を下回ったこと等により、営業収益

は前年同期に比べ181億円減収の4,135億円(前年同期比4.2％減)、営業損益は前年同期に比べ36億円悪化の22億

円の営業損失となりました。 

  

 不動産事業につきましては、テナントの入れ替えや新規導入の取り組みを強化したことにより、営業収益は前

年同期に比べ２億円増収の69億円(前年同期比3.6％増)、営業利益は前年同期並の７億円となりました。 

  

    

(2) 財政状態の分析  

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、新規出店等に伴い有形固定資産は増加したものの、借入金の返済

等による現金及び預金の減少等により、前連結会計年度末に比べ68億円減少し、3,724億円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、約定弁済等による借入金の減少等により、前連結会計年度末に比

べ32億円減少し、2,374億円となりました。 

   

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、四半期純損失を27億円計上したことや保有する有価証券の時価

下落による影響等により、前連結会計年度末に比べ36億円減少し、1,349億円となりました。   

  

   

  (3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より47億円減少し、286

億円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前四半期純損失22億円等があったものの、減価償却費及びその他の償却費62億円等の非資金項

目の損失やたな卸資産の減少額18億円等により、56億円の収入(前年同期比25億円の収入減)となりました。

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

差入保証金の回収による収入27億円及び有形固定資産の売却による収入17億円があったものの、有形固定

資産の取得による支出100億円及び無形固定資産の取得による支出10億円等により、75億円の支出(前年同期

比48億円の支出増)となりました。   

  

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  長期借入金の返済による支出22億円等により、28億円の支出(前年同期比18億円の支出増)となりました。
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 (4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 

  

  

 (5) 研究開発活動 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

  

 (6) 主要な設備 

 当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度末に計画した設備の新設、改修等について、一部計画の

見直しを行っております。なお、見直し後の当連結会計年度の投資予定額は、小売事業で229億円、不動産事業

で７億円であります。  
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①【株式の総数】 

(注)当社定款第６条に次のとおり規定しております。 

「当会社の発行可能株式総数は、３億700万株とし、当会社の普通株式及び甲種類株式の発行可能種類株式総数

は、それぞれ２億700万株及び１億株とする。」  

②【発行済株式】 

(注)１．普通株式及び甲種類株式の単元株式数は50株であります。 

２．甲種類株式のうち53,191,450株は、現物出資(借入金の株式化 400億円)によって発行されております。 

３．会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。 

４．甲種類株式の内容は次のとおりであります。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  207,000,000

甲種類株式  100,000,000

計  307,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数(株)    
(平成24年８月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成24年10月12日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  122,597,537  122,597,537

東京証券取引所 

 (市場第一部) 

  

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

(注)１ 

甲種類株式  76,441,250  76,441,250 － (注)１．２．３．４ 

計  199,038,787  199,038,787 － － 

名称 甲種類株式 

剰余金の配当 剰余金の配当を行わない。但し、資本金の額の減少の効力発生を条件に行われる剰余金

の配当のうち、当該減少額(減少する資本金の額の全部若しくは一部を準備金とするとき

は、準備金とする額を除く。)を超えない部分の配当、準備金の額の減少の効力発生を条

件に行われる剰余金の配当のうち、当該減少額(減少する準備金の額の全部若しくは一部

を資本金とするときは、資本金とする額を除く。)を超えない部分の剰余金の配当、当会

社がする吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７

号ロに規定される剰余金の配当又は当会社がする新設分割手続の中で行われる会社法第

763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当はこの限

りではない。 

残余財産の分配 普通株式１株につき金1,000円を分配後、残余する財産があるときは、普通株主及び甲種

類株主に対し、同順位にて同種類の残余財産の分配を行う。 

議決権 議決権を有する。 
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普通株

式の取

得請求

権 

取得請

求期間 
平成19年５月10日以降いつでも。 

取得価

額 
普通株式１株当たり752円とする。 

取得価

額の調

整 

(1)甲種類株式発行の日の翌日以後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額は、下

記の算式(以下「取得価額調整式」という。)により計算される取得価額に調整され

る。また、調整後の取得価額の適用時期については、次に定めるところによる。 

取得価額調整式 

  
既発行 

普通株式数
＋

新発行・ 

処分普通株式数 
× １株あたりの払込金額

調整後 

取得価額 
＝

調整前 

取得価額
×

１株あたりの時価 

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 

①下記(2)②に定める時価を下回る払込金額又は処分価額をもって普通株式を発行又

は処分する場合(ただし、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券若し

くは取得させることができる証券又は当会社の普通株式の交付を請求できる新株予

約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の取得又は行使による場合、下記

「株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等」に規定される場合又は

普通株主に普通株式の無償割当てをするときに甲種類株主にも同様に無償割当てを

する場合を除く)。 

調整後の取得価額は、払込みの翌日以降、又は募集のための基準日がある場合はそ

の日の翌日以降若しくは普通株主に基準日を定めずに普通株式の無償割当てをする

場合はその効力発生日以降これを適用する。 

②下記(2)②に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式の交付と引換えに

取得される証券若しくは取得させることができる証券又は当会社の普通株式の交付

を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合(ただし、下記

「株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等」に規定される場合又は

普通株主に取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは新株予約権の無償割当てを

するときに甲種類株主にも同様に無償割当てをする場合を除く。)。 

調整後の取得価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の

全てが当初の取得価額で取得され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして

取得価額調整式を準用して算出するものとし、払込(新株予約権が無償にて発行さ

れる場合は割当日)の翌日以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための

基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

(2)①取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。 

 ②取得価額調整式に使用する時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日

目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の終値の平均値(その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

切り上げた数。)とする。なお、上記45取引日の間に当該取得価額の調整をもたら

す事由が生じた場合においては、調整後取得価額は、上記(1)に準じて調整され

る。 

   ③取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日にお

いて有効な取得価額とし、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、

基準日がある場合はその日、又は基準日がない場合は調整後取得価額を適用する日

の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該日における当会社の

有する当会社普通株式数を控除した数とする。 

2012/10/10 11:37:1712856926_第２四半期報告書_20121010113631

- 8 -



 

  

 該当事項はありません。  

  

   

 該当事項はありません。   

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

普通株

式の取

得請求

権   

 取得価

額の調

整 

(3)取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が１

円未満にとどまる限りは、取得価額の調整は行わない。ただし、この差額相当額は、

その後取得価額の調整を必要とする事由が発生した場合に算出される調整後の取得価

額にそのつど算入する。  

(4)上記(1)の算式による取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、取得価額は当会社の取締役会が適当と判断する取得価額に変更される。 

①合併、株式交換、株式移転、会社分割又は資本金の額の減少のために取得価額の調

整を必要とするとき。 

②その他当会社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得価

額の調整を必要とするとき。 

③取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後

の取得価額の算出にあたり使用すべき時価につき他方の事由による影響を考慮する

必要があるとき。 

取得と

引換え

に交付

すべき

普通株

式数 

甲種類株式の取得と引換えに交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。  

取得と引換えに交付

すべき普通株式数 
＝ 

甲種類株主が取得請求のために提

出した甲種類株式の払込金額総額 
 ÷  取得価額 

株式の併合又は分

割、募集株式の割

当てを受ける権利

等  

  

当会社は、株式の併合又は分割を行うときは、普通株式及び甲種類株式ごとに、同時に

同一の比率でこれを行う。当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新

株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、普通株主には普通株式又は普通株式を

目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、甲種類株主には、甲種類株式又は甲種

類株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一の割合で

与えるものとする。 

強制取得条項 なし 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数
(千株) 

発行済株式 
総数残高
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高  
(百万円) 

平成24年６月１日～ 

平成24年８月31日 
－ 199,038 － 56,517 － 56,014 
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普通株式及び甲種類株式合計の所有株式数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。 

(注)１．当第２四半期会計期間末現在における、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)及び日本マス

タートラスト信託銀行株式会社(信託口)の信託業務の株式数については、当社として把握することができな

いため記載しておりません。 

（６）【大株主の状況】

  平成24年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１  39,504  19.85

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町一丁目４番２号  36,650  18.41

丸紅リテールインベストメント株式
会社 

東京都千代田区大手町一丁目４番２号  21,643  10.87

ＲＢＣ ＤＥＸＩＡ ＩＳＴ ＬＯ
ＮＤＯＮ－ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣ
ＯＵＮＴ(常任代理人 シティバン
ク銀行株式会社) 

７ＴＨ ＦＬＯＯＲ， 155 ＷＥＬＬＩＮ
ＧＴＯＮ ＳＴＲＥＥＴ ＷＥＳＴ ＴＯＲ
ＯＮＴＯ， ＯＮＴＡＲＩＯ， ＣＡＮＡＤ
Ａ， Ｍ５Ｖ ３Ｌ３(東京都品川区東品川
二丁目３番14号) 

 6,541  3.29

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ 
ＹＯＲＫ， ＴＲＥＡＴＹ ＪＡＳ
ＤＥＣ ＡＣＣＯＵＮＴ(常任代理
人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 

ＡＶＥＮＵＥ ＤＥＳ ＡＲＴＳ，35 ＫＵ
ＮＳＴＬＡＡＮ，1040 ＢＲＵＳＳＥＬＳ，
ＢＥＬＧＩＵＭ(東京都千代田区丸の内二丁
目７番１号 決済事業部) 

 5,832  2.93

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)(注)１ 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 

 

 4,208  2.11

ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ 
ＢＡＮＫ ＧＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ 
ＡＣＣＯＵＮＴ ＥＳＣＲＯＷ 
(常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行決済営業部) 

５ＴＨ ＦＬＯＯＲ， ＴＲＩＮＩＴＹ Ｔ
ＯＷＥＲ９， ＴＨＯＭＡＳ ＭＯＲＥ Ｓ
ＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ， Ｅ１Ｗ １Ｙ
Ｔ， ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ(東京
都中央区月島四丁目16番13号) 

 2,624  1.32

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮ
Ｋ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰ
ＡＮＹ 505041(常任代理人 香港
上海銀行東京支店) 

12 ＮＩＣＨＯＬＡＳ ＬＡＮＥ ＬＯＮＤ
ＯＮ ＥＣ４Ｎ ７ＢＮ Ｕ．Ｋ．(東京都
中央区日本橋三丁目11番１号) 
 

 2,471  1.24

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)(注)1 

東京都港区浜松町二丁目11番３号  1,750  0.88

ＨＳＢＣ ＢＡＮＫ ＰＬＣ － 
ＭＡＲＡＴＨＯＮ ＶＥＲＴＥＸ 
ＪＡＰＡＮ ＦＵＮＤ ＬＩＭＩＴ 
ＥＤ(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

８ ＣＡＮＡＤＡ ＳＱＵＡＲＥ， ＬＯＮ
ＤＯＮ Ｅ14 ５ＨＱ 
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

 1,680  0.84

計 －  122,907  61.75
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  ２．ラッファー・エル・エル・ピーより、平成22年12月９日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)によ

り、次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当第２四半期会計期間末現在における当

該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

    なお、その大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。   

  

  

①【発行済株式】 

(注)１．株式会社証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式(その他)」の普通株式に1,350株(議決権27

個)、「単元未満株式」の普通株式に15株それぞれ含まれております。 

２．「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有

していない株式が50株含まれております。ただし、これらの株式に係る議決権の個数(１個)は、上記の

「議決権の数」欄に含まれておりません。 

３．「１ 株式等の状況 (1) 株式の総数等 ②発行済株式」の注記に記載のとおりであります。  

４．普通株式及び甲種類株式の単元株式数は50株であります。 

  

氏名又は名称 住所 
報告義務 

発生日 
提出日 

保有株券等の 

数(千株) 

株券等保有 

割合(％) 

ラッファー・エ

ル・エル・ピー

80 Ｖｉｃｔｏｒ

ｉａ Ｓｔｒｅｅ

ｔ，Ｌｏｎｄｏ

ｎ ＳＷ１Ｅ ５

ＪＬ，Ｕ．Ｋ 

平成22年 

12月２日 

平成22年 

12月９日 
16,227 8.15 

（７）【議決権の状況】

  平成24年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等)  
(自己保有株式)

普通株式 
 164,150 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 

普通株式  122,212,800  2,444,255 同上(注)１．２ 

甲種類株式  76,441,250  1,528,825  (注)３ 

単元未満株式 普通株式  220,587 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

(注)１ 

発行済株式総数    199,038,787 － － 

総株主の議決権 －  3,973,080 － 
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②【自己株式等】 

(注)このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が50株(議決権の数１個)

あります。なお、当該株式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれており

ます。 

   

  

該当事項はありません。  

   

  

  平成24年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の
合計(株) 

発行済普通株
式総数に対す
る所有株式数
の割合(％) 

株式会社ダイエー(注) 
神戸市中央区港島中

町四丁目１番１  
 164,150  －  164,150  0.13

計 －  164,150  －  164,150  0.13

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。 

  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年６月１日から平成

24年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年３月１日から平成24年８月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 33,244 28,567

受取手形及び売掛金 2,230 2,601

商品及び製品 43,662 41,859

未収入金 14,809 16,339

その他 15,241 14,995

貸倒引当金 △87 △74

流動資産合計 109,099 104,287

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 48,781 51,362

土地 93,548 92,299

その他（純額） 14,655 15,901

有形固定資産合計 156,984 159,562

無形固定資産 11,029 10,591

投資その他の資産   

投資有価証券 8,306 7,427

差入保証金 94,475 91,289

その他 16,630 16,326

貸倒引当金 △17,341 △17,132

投資その他の資産合計 102,070 97,910

固定資産合計 270,083 268,063

資産合計 379,182 372,350
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 57,952 59,582

1年内返済予定の長期借入金 3,801 4,801

未払金 16,847 15,732

未払法人税等 1,318 894

賞与引当金 718 716

販売促進引当金 2,038 2,041

商品券引換引当金 1,432 1,428

その他 16,603 17,429

流動負債合計 100,709 102,623

固定負債   

長期借入金 50,801 47,605

長期預り保証金 19,745 19,012

再評価に係る繰延税金負債 6,299 6,297

退職給付引当金 29,116 29,486

閉鎖損失等引当金 12,663 11,368

資産除去債務 10,769 10,714

その他 10,577 10,341

固定負債合計 139,970 134,823

負債合計 240,679 237,446

純資産の部   

株主資本   

資本金 56,517 56,517

資本剰余金 56,014 56,014

利益剰余金 13,645 10,927

自己株式 △452 △452

株主資本合計 125,724 123,006

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,355 473

土地再評価差額金 11,395 11,391

その他の包括利益累計額合計 12,750 11,864

少数株主持分 29 34

純資産合計 138,503 134,904

負債純資産合計 379,182 372,350
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 

 至 平成24年８月31日) 

売上高 407,767 390,590

売上原価 283,968 272,223

売上総利益 123,799 118,367

営業収入 30,132 29,410

営業総利益 153,931 147,777

販売費及び一般管理費 ※  151,886 ※  149,332

営業利益又は営業損失（△） 2,045 △1,555

営業外収益   

受取利息 149 124

受取配当金 1 133

閉鎖損失等引当金戻入額 － 641

貸倒引当金戻入額 － 156

雑収入 311 781

営業外収益合計 461 1,835

営業外費用   

支払利息 1,557 1,360

退職給付会計基準変更時差異の処理額 358 358

雑損失 296 621

営業外費用合計 2,211 2,339

経常利益又は経常損失（△） 295 △2,059

特別利益   

固定資産売却益 77 1,003

受取和解金 － 317

貸倒引当金戻入額 984 －

違約金収入 692 －

閉鎖損失等引当金戻入額 677 －

その他 493 84

特別利益合計 2,923 1,404

特別損失   

固定資産減損損失 860 866

閉鎖損失等引当金繰入額 784 452

災害による損失 1,381 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,214 －

その他 1,680 198

特別損失合計 11,919 1,516

税金等調整前四半期純損失（△） △8,701 △2,171

法人税、住民税及び事業税 682 460

法人税等調整額 △27 86

法人税等合計 655 546

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △9,356 △2,717

少数株主利益 1 5

四半期純損失（△） △9,357 △2,722
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 

 至 平成24年８月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △9,356 △2,717

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,017 △882

その他の包括利益合計 △2,017 △882

四半期包括利益 △11,373 △3,599

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △11,374 △3,604

少数株主に係る四半期包括利益 1 5
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 

 至 平成24年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △8,701 △2,171

減価償却費及びその他の償却費 6,038 6,219

固定資産減損損失 860 866

退職給付引当金の増減額（△は減少） 651 370

事業再構築引当金の増減額（△は減少） △3,641 －

閉鎖損失等引当金の増減額（△は減少） 2,992 △1,295

受取利息及び受取配当金 △150 △257

支払利息 1,557 1,360

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,214 －

固定資産売却益 △77 △1,003

たな卸資産の増減額（△は増加） △301 1,750

未収入金の増減額（△は増加） △2,564 △1,023

仕入債務の増減額（△は減少） 5,514 1,630

未払金の増減額（△は減少） 423 720

預り金の増減額（△は減少） 873 596

その他 △240 △17

小計 10,448 7,745

利息及び配当金の受取額 74 142

利息の支払額 △1,562 △1,386

法人税等の支払額 △912 △918

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,048 5,583

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,084 △9,994

有形固定資産の売却による収入 163 1,729

無形固定資産の取得による支出 △563 △990

差入保証金の回収による収入 2,452 2,744

預り保証金の受入による収入 633 522

預り保証金の返還による支出 △1,535 △837

その他 202 △682

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,732 △7,508

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △581 △2,196

その他 △346 △556

財務活動によるキャッシュ・フロー △927 △2,752

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,389 △4,677

現金及び現金同等物の期首残高 41,725 33,228

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  46,114 ※  28,551
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【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日 
至 平成24年８月31日) 

(法人税法の改正に伴う有形固定資産の減価償却の方法の変更）  

  法人税法の改正(「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法 

 律」(平成23年12月２日 法律第114号)及び「法人税法施行令の一部を改正する政令」(平成23年12月２日 政令 

 第379号))に伴い資産の利用状況等を勘案した結果、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産の減価償却の

 方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

  なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

   

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
  (自 平成24年３月１日    
  至 平成24年８月31日) 

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用) 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年８月31日) 

偶発債務 

 (1)預り保証金返還債務に対する保証額 

    加森観光㈱             百万円 

 (2)借入債務に対する保証額 

    従業員の住宅ローン          百万円 

  

161

4

偶発債務 

 (1)預り保証金返還債務に対する保証額 

    加森観光㈱             百万円 

 (2)借入債務に対する保証額 

    従業員の住宅ローン          百万円 

 

127

3

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 

 至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年８月31日) 

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 従業員給料賞与手当  51,972百万円 

 賃借料 32,610百万円 

 水道光熱費 10,534百万円 

 退職給付費用 2,546百万円 

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

 従業員給料賞与手当  51,144百万円 

 賃借料 30,986百万円 

 水道光熱費 10,718百万円 

 退職給付費用 2,384百万円 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日) 

  配当に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年８月31日) 

  配当に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日) 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) セグメント利益の金額の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

  ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   (固定資産に係る重要な減損損失) 

 「小売事業」セグメントにおいて 百万円、「不動産事業」セグメントにおいて 百万円の固定

資産減損損失を計上しております。   

 なお、当該固定資産減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において 百万円でありま

す。  

  

(のれんの金額の重要な変動) 

  該当事項はありません。 

  

(重要な負ののれん発生益) 

  該当事項はありません。    

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 

  至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
  至 平成24年８月31日) 

 ※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 (平成23年８月31日現在)

現金及び預金勘定 46,130百万円 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
 △16百万円 

現金及び現金同等物 46,114百万円 

 ※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 (平成24年８月31日現在)

現金及び預金勘定 28,567百万円 

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
 △16百万円 

現金及び現金同等物 28,551百万円 

(株主資本等関係)

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

  

  

  

 報告セグメント 
調整額  

(百万円)  

四半期連結損益

計算書計上額 

(百万円)  
小売事業 

(百万円)  

不動産事業 

(百万円)  

合計 

(百万円) 

営業収益 

 外部顧客への
営業収益  

 431,416   6,483   437,899   －   437,899

 セグメント間の
内部営業収益又
は振替高  

   233  189   422 △422   －

計    431,649   6,672   438,321      △422   437,899

セグメント利益    1,365   680   2,045   －   2,045

799 61

860
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   Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年８月31日) 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) セグメント利益又は損失(△)の金額の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しておりま

   す。 

  

  ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   (固定資産に係る重要な減損損失) 

 「小売事業」セグメントにおいて 百万円、「不動産事業」セグメントにおいて 百万円の固

定資産減損損失を計上しております。   

 なお、当該固定資産減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において 百万円でありま

す。  

  

(のれんの金額の重要な変動) 

  該当事項はありません。 

  

(重要な負ののれん発生益) 

  該当事項はありません。   

  

  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

  

  該当事項はありません。 

  

  

  

 報告セグメント 
調整額  

(百万円)  

四半期連結損益

計算書計上額 

(百万円)  
小売事業 

(百万円)  

不動産事業 

(百万円)  

合計 

(百万円) 

営業収益 

 外部顧客への
営業収益  

 413,287   6,713   420,000   －   420,000

 セグメント間の
内部営業収益又
は振替高  

   230  198   428 △428   －

計    413,517   6,911   420,428      △428   420,000

セグメント利益 

又は損失(△)  
  △2,208   653   △1,555   －   △1,555

754 112

866

(１株当たり情報)

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年３月１日 
至 平成24年８月31日） 

１株当たり四半期純損失金額(△) 円 銭 △47 5 円 銭 △13 69

(算定上の基礎)     

四半期純損失金額(△)(百万円)  △9,357  △2,722

普通株主に帰属しない金額(百万円)  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(百万円)  △9,357  △2,722

期中平均株式数（千株）  198,875  198,874

(うち、普通株式)  (122,434)  (122,433)

(うち、甲種類株式)  (76,441)  (76,441)

(重要な後発事象)
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  該当事項はありません。  

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイ

エーの平成24年３月１日から平成25年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成24年６月１日から

平成24年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年３月１日から平成24年８月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイエー及び連結子会社の平成24年８月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年10月９日

株式会社ダイエー     

取締役会 御中     

有限責任監査法人トーマツ

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 平 野   洋    印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 田 村   剛    印 

 (注)１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。  
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